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要約  

 
 原子力は、供給安定性・環境適合性・経済効率性の３E を同時に満たす中長期的な

基幹エネルギーとして、これまで積極的に国内で推進されていた。資源エネルギー庁の

『エネルギー基本計画』の中では、2007 年において日本の発電電力量の 26％を占めてい

た原子力を 2030 年までに 53％の割合に引き上げることを目標としていた。原子力発電に

対する高い期待が高まっていた中、東日本を大地震と津波が襲った。この震災をきっかけ

に、私たちは原子力の高い危険性、そして日本エネルギーを根本的に見直す必要性に気づ

かされた。	
 

もしも原発を廃炉にするとするならば、それは二つの基準によって検討する必要がある。

古い原発から順番に廃炉にすること、もう一つは地震リスクの高い場所にある原発から廃

炉にしていくことである。いずれにしても、原発の事故コストや廃炉によって電力が大幅

に足りなくなる事から、代替エネルギーが必要になると考えられる。	
 

東日本大震災による影響を受け、世界では脱原発が進んでいるなか、ガスへの注目は高

まっている。	
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はじめに  

東日本大震災、ならびに福島第一原発の臨界事故によって、世界の原子力発電への見方が

大きく変わった。クリーンで安価なエネルギーとうたわれ、CO2 削減を達成するための切

り札として使われてきた原子力。日本もその例外ではなく、2007 年に全エネルギーの

26％を占めていた原子力エネルギーの割合を 2030 年までに 50％まで引き上げるというの

が国の方針であった。原発停止により電力不足は深刻な問題となった。夏場の節電が求め

られただけでなく、燃料費調整制度により、世界的に高額と言える日本の電気料金はさら

に値上げされた。これは外国との価格競争を不利にするだけでなく、産業の空洞化を助長

しかねない。	
 

	
 原発だけでなくすべての電源に事故や災害のリスクはある。エネルギーを選ぶ際に、日

本は何を重視してきたのか。経済性なくしてエネルギー問題は語れない。二度の石油危機

は資源小国でありながら、輸入先を中東に大きく依存していた日本の姿勢を見直し、エネ

ルギーセキュリティーの重要性を知らしめた。地球温暖化問題が深刻になってくると、二

酸化炭素などの温室効果ガスについて意識するようになり、環境との適合性に注目が集ま

った。そしてチェルノブイリでの事故が人々の記憶から薄れてきた今日、震災が起こっ

た。計画停電や節電を経験し、毎日報道される放射能の値や食料品への影響を案じながら

毎日を過ごしてきた私たちは、安全性の重要性に気が付き始めた。世界各国でも脱原発の

動きが広まり、スイス・フランス・イタリアは脱原発を表明した。一方で最近になって、

アメリカ・中国・ロシアは再び原発推進の動きを進めている。これは今なお原発の是非が

世界中で問われているということの表れである。	
 

	
 今こそエネルギー政策について再考する好機であると我々は考えた。我々の日常、日本

の産業、経済成長、日本が目指す国の姿、この一つの題材がそうした多くの問題を孕んで

いる。	
 

慣習や利益に縛られずこれからの日本を作っていく学生の立場から、この複雑で正解のな

いように見えるこの問題に取り組みたい。	
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第1章	
 	
 原子力発電  

第1節	
 これまでの原発計画について  
「原子力は供給安定性と経済性に優れた純国産エネルギーであり、また、発電過程にお

いて CO2 を排出しない低炭素電源である。このため、供給安定性・環境適合性・経済効率

性の３E を同時に満たす中長期的な基幹エネルギーとして、安全の拡大を大前提に、国民

の理解・信頼を得つつ、需要動向を踏まえた新増設の推進・設備利用率の向上などによ

り、原子力発電を積極的に推進する。また、使用済燃料を再処理し、回収されるプルトニ

ウム・ウラン等を有効利用する核燃料サイクルは、原子力発電の優位性をさらに高めるも

のであり、「中長期的にブレない」確固たる国家戦略として、引き続き、着実に推進す

る。その際、「まずは国が第一歩を踏み出す」姿勢で、関係機関との協力・連携の下に、

国が前面に立って取り組む。」	
 

	
 （経済産業省	
 資源エネルギー庁（2010 年）『エネルギー基本計画』財団法人	
 経済産業

調査会，p43） 
	
 これは『エネルギー基本計画』の中での原子力に関する記述である。理想のエネルギー

ともとれるこの原子力に関する記述からも国が原子力を推進していこうとしていたことが

読み取れる。同じ『エネルギー基本計画』の中で 2007 年に日本の発電電力量の 26％を占

めていた原子力は 2030 年までにその割合を 53％に引き上げることを目標としていた。	
 

世界中でも、原子力発電所はここ数年「原子力ルネサンス」といわれ CO2 排出削減の切り

札として期待されていた。地球温暖化問題が深刻さを増し、原油価格の高騰が続く中で、原子

力発電に対する社会的期待が決定的に高まったのである。 
	
 しかし、2011 年 3 月 11 日、東日本を日本観測史上最大であるマグニチュード９の大地

震が襲った。巨大地震がもたらした津波により、福島第一原発では炉心溶融、水素爆発、

放射能漏れなどが発生し、国際原子力事象評価尺度でレベル７に相当する事態となった。

これは、1986 年にソビエト連邦で起きたチェルノブイリ発電所事故と同等レベルの深刻な

事故である。東日本大震災により、世界規模でも最大の原子力事故が起きてしまったので

ある。未曾有の大震災により原発のリスクに気づかされた日本は、かつての原発計画、そして

今後のエネルギー政策自体を見直すことが必要となった。	
 

	
 原発の利用を見直すべき理由の一つとして、原発事故によって発生したコストが挙げられ

る。事故処理には数十年かかるとの見方が有力になっている。（日本経済新聞 7 月 10 日）莫

大な費用がかかることは確定的で、日本経済研究センターの 4 月 25 日に公表した分析・提言

によれば、事故処理にはこれから１０年の間で 5.7 兆円~20 兆円かかると推計している。 
福島第一原発の処理費用は、廃炉費用以外で、半径 20km 以内の警戒区域の避難者への所得補

償、当該区域の土地の買い上げ費用などに基づいて試算している。 
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福島第一原発の事故処理費用の推計 

 
 
１９７９年に発生した米スリーマイル原発事故をもとにした費用で考えると、10 年間で 5.7 兆

円、年間で 5700 億円程度かかる。破損した原子炉から燃料棒を取り出せれば、スリーマイル

事故並みですむと考えられる。しかし、チェルノブイリ原発事故のように炉心溶融により、燃

料棒が取り出せず、石棺のような暫定的な措置しかできない場合は、10 年では完了することは

できない。その場合は、同事故の被害額に相当する総額２０兆円かかると仮定した。報道され

ている情報から判断すると、事故の終結までには 10 年以上の時間がかかり、結果的に 20 兆円

以上の処理費用が投入される恐れが大きい。（日本経済研究センター） 
 
今回の福島原発事故からも分かるように、やはり原発は大きなリスクがあると考えてよい。 
原発事故の要因として、今回の大震災では津波のイメージが強く想起されるが、実際はさまざ

まな要因が複雑に重なり合って起きている。 
例えば、大地震自体が施設に与えた被害は非常に大きかった。とてつもなく分厚いコンクリー

トの塊のような原子炉建屋やタービン建屋などは、固有周期が短い。今回の地震は、地震規模

は大きいが、地震波の周期が非常に短かった。ゆえに、共振現象によって、予想以上に大きな

ダメージが原発を襲っていたといえる。 
また、今回の事故につながった最大の原因とも考えられるのが、原発の古さである。 
当初は、40 年間の利用を想定して原発は設計されていたが、政府が 2000 年代に老朽原子炉の

運転延長措置を推進し、10 年間の運転延長が二度まで可能になった。引退寸前の原発が、まだ

まだ使える原発に変わってしまったことが、東電経営者の意思決定に対して非常に大きな影響

を与えていたと言える。廃炉を前提とした海水注入を躊躇してしまったのには、原発の経済性

を意識させてしまう政策が関係していた。また、1970 年代に運転を開始した原子炉にはベント

用の排気管がついていなかった。福島第一原発では 1999 年にベント用排気管が増設された

が、日本の原子炉には排気管を通したウエットベント機能しかついておらず、排気管に濾過装

置（フィルター）がなかった。チェルノブイリ原発事故以後、欧米の原子炉ではフィルターを

通すことで、万が一のとき、周辺環境に放射性物質を放出する度合いをできる限り引き下げよ

うとした。しかし、ベントの実施による周辺環境への影響について過度に神経質となった東電

経営者たちは、フィルターの付いていないベントの実施に消極的であった。もしもフィルター

がついており、ベントによる放射性物質放出が 100 分の 1 以下に抑えられたら、事故発生後の

早い時期にベントを決断できていたかもしれない。施設環境が危機当座の経営者の意思決定に

大きな影響を与えることの例と言える。 
 
また、難しい問題は、当初の設計や建造に、その後の運営に、事故対応に、人間のミスがあ

る、もしくは人間がミスすることを予見できるような場合である。人間は、いくら注意深く技

術に取り組んでも、ミスを犯し、失敗をし、その結果、そうした人間の能力の限界が原因とな

る大参事が起こることがある。しかし、原子力は人体への悪影響や反応の連鎖という特異性か

ら、実際に実験を重ねて技術を改良していくことが難しい。非常用装置の効果がそうであった

ように、事故の経験が原発技術を高めていくという皮肉な関係があるのだ。 
ベントの実施は「小さな被害で大きな被害を食い止める」という安全思想を実践したものと言

える。 
このような対策が非常時に適切に実施されるためには平常時から「小さな被害」に合理的な態

度を培っておく必要がある。多様性の確保も有効であり、同じ危険因子について、違った反応
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を期待できる。このように、想定したことについてはハード面で技術的対応を徹底する一方

で、想定外のことに関しては、ソフト面を中心とした対応が求められる。 
（原発危機の経済学 p84） 
 
（第５章）では、実際にはどのように“古い原発”から撤退するのか。 
５００～６００億円程度の解体撤去費用の９割は、原発を所有する電力会社が原発の運転が予

定されている４０年間で積み立てている。 
 
 
廃炉の順序として考えられるのは以下の 2 点だろう。 
① 古い順	
  
② 地震リスクの大きい順 

①古い順 
表より、仮に 1970 年代運転開始の原子炉をすべて停止させると、既存原子炉（福島第一原発

の６基を含む）の総出力のうち 27.3％の 1340.6kW が運転停止されることになる。 
原子力発電の安全性を維持していくためには、二つの点を考慮する必要がある。一つは、１９

７０年代運転開始の原発はかなり早いテンポでスクラップしていくこと。もう一つは、使用

済み核燃料の再処理が停滞している状況をふまえたうえで、旧設備のスクラップで失った

電源を、どこまで、新設備の電力供給で補っていくのか、という点である。 
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（図）新設による立て替えなしには減少を続ける原発 
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ここでは、福島第一、第二、浜岡原発は廃炉となり、残りの原発は運転開始後 40 年を超えた

ものから廃炉になるという前提で 2015 年度、2020 年度の原発コストを試算してみた。2010
年度の発電量から運転停止になる原発の能力を差し引き、発電量を推計。稼働率は東電の柏崎

刈羽原発が中越沖地震で停止する前の水準である 70%とした。 
 

（図）原発の自然減を考慮した費用 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
原発が順次廃炉になり、発電量が減少すると、発電単価も比例的に上昇する。既述したように

15 年度の発電量は 10 年度の 7 割、20 年度には 6 割となり、発電単価も約 13 円から 17 円に

上昇する。経済研究センターによると、20 年度で事故処理が終了できれば、再び 6 円程度に低

下するが、10 年以上の長期化は避けられない情勢にあり、原発コストに福島第一原発事故の処

理費が重くのしかかることになると考えられる。 
 
 
 
 
② 地震リスクの大きい順 
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次に地震リスクの高い順で廃炉にしていく場合だが、地震リスクは全国万遍なくシステマティ

ックに評価されているわけではない。地震調査研究推進本部の地震リスク評価では、経済力の

高い地域、社会的に重要と思われる地域の地震リスクが強調される傾向を持っている。 
例えば、浜岡原発への停止要請について考えてみる。浜岡原発周辺の地震リスクが大きいこ

とは事実だが、他の原発の地震リスクが小さいとは必ずしも言えない。また、浜岡原発は非常

に新しい原子炉で、５号炉は日本最大出力を持つ最新鋭原発のひとつである。 
斉藤誠氏は、「原発危機の経済学」の中で、古い原発について、廃炉にするのではなくあえて

稼働率を引き下げ、運転原子炉のフォーメーションを工夫することは、非常にソフトである

が、潜在的に有効なリスクマネジメントといえる、と述べている。 
 

 
（図）日本での原発の位置と津波波源 
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（図）確率論的地震動予測地図:震度の分布 今後 30 年間にその値以上の揺れに見舞われる確
率が 3%となる震度 ( 平均ケース・全地震 ) 

地震調査研究推進本部	
 地震調査委員会 
	
 古い原発やリスクが高い立地にある原発を廃炉することにより、電力が大幅に足りなくなる

ことが予想される。また、原発の電力の費用も高くなることがわかる。ゆえに、代替エネルギ

ーが必要である。 
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第2章	
 	
 現状  

第1節	
 世界の現状  
	
 福島原発の事故を受けて、ドイツ・スイス・イタリアは、脱原発を宣言した。 
ドイツでは、ドイツ連邦参議院が連邦議会に続き、7 月 8 日、2022 年までに国内 17 基の

原発を停止する改正原子力法案に同意し、正式に「脱原発」に合意した。福島第一原発の

事故後、運転を停止している旧式の 8 基はこのまま閉鎖し、残る 9 基は順次停止してい

く。2010 年に原発稼働の 14 年間延長を決定した。原発の将来的廃止には合意が形成さ

れ、その時期をめぐる議論の中での福島原発事故。ドイツは現在発電量の 23％を原子力に

頼り、17％が再生可能エネルギー残りの 6 割は石炭など主に火力である。環境先進国とし

て二酸化炭素の削減を訴えてきたドイツが、皮肉にもしばらくは石炭頼みとなるという見

方もあるが、早期の脱原発表明が世界に与える影響は決して小さくはない。今後の再生可

能エネルギーの成長にも注目が集まる。 
一方で、日本エネルギー経済研究所は 25 日、2035 年までの世界におけるエネルギー需給

見通しをまとめた。経済成長を背景に中国やインドでは引き続き原子力発電設備の建設が

続くと指摘。世界的に脱原発の動きが進んだ場合でも新興国での建設スピードは変わら

ず、原発設備容量は世界で 1.3 倍に拡大する見通し。逆に温暖化対策を進めるため、各国

が原発を積極的に導入した場合は 2.1 倍になると分析した。世界で原子力発電量が２０３

５年に１０年比で７０％以上増える予想であるとしている。中国やインドは引き続き原子

力発電設備の建設が続くと指摘された。世界の狙いは日本の原発事故の徹底的な検証を基

に安全を鍛えつつ、安価で安定的な供給体制を再構成することだ。日本も、今回の震災を

経て、原発について見直し改善していく必要がある。（2011.11.10	
 日本経済新聞	
 電子

版）	
 
 

	
 

	
 世界の原子力発電設備容量は３億９千万キロワット（10 年）。一般的に見込まれるケー

スでは原発設備容量は 35 年に５億 7400 万キロワットになると予測。原子力の普及が進ん

だ場合は８億 1400 万キロワット、原発政策が停滞した場合は５億キロワットになる。	
 

	
 同研究所は 35 年までに必要なエネルギー関連の累積投資も分析した。火力発電で代替

する場合は 1.9 兆ドルの追加費用が発生すると指摘。風力や太陽光などの再生可能エネル

ギーで補う場合は少なくとも 3.3 兆ドルがさらに必要になるとした。同研究所は「欧州の

一部や日本を除き、世界では原発の維持・拡大が続く」としている。	
 

（2011.10.25	
 日本経済新聞	
 電子版）	
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第2節	
 ガスの世界事情  
（１）概観 
 
・京都議定書 
1997 年 12 月気候変動枠組条約締約国会議（CO3）が京都で開催され、各国毎の排出数量

目標や削減のための柔軟性措置などを定めた「京都議定書」が採択、その後 2005 年 2 月

に発効された。京都議定書では 2008 年から 2012 年の 5 年間に先進国全体で CO2 を

1990 年に比べ 5％以上削減することが目標とされており、日本の削減目標は 6％である。 
 
 
	
 	
 シェールガス、シェールオイル、コールベッドメタン（CBM）など新しく登場した石油・

天然ガスはまとめて「非在来型」と呼ばれている。CBM とは浸透度の低い砂岩内に密閉され

た天然ガスで、米国では天然ガスの約 3 割を占めている。米国発の非在来型天然ガスの掘削技

術は、資源量が膨大であることが分かってきたことで、今や世界各国に広がりつつある。特に

オーストラリアは、4 つの LNG 計画が予定通り進めば、カタールを抜いて世界最大の LNG 生

産・輸出国となるといわれている。 
世界の在来型の天然ガス埋蔵量は、2009 年末で約 190 兆立方メートルとされている。これを

現在の生産量で割ると、可採年数は約 60 年となる。天然資源の統計で使われる「埋蔵量」と

いうのは、「確認可採残存埋蔵量」のことである。 
しかしよく間違って解釈されてしまうのが、現状の可採年数が 60 年だからといって、60 年後

に埋蔵量がゼロになるというわけではないということである。 
現在、埋蔵量全体の数字は長期トレンドとして増加傾向にあり、天然ガス資源は今後 400 年も

持つといわれている。EIA が 2011 年 4 月に発表した、世界 36 カ国のシェールガスの可採資源

量は、約 170 兆立方メートルにもなる 
石井彰（2011 年）『脱原発。天然ガス発電へ』アスキー新書 
 
（２）アメリカ 
	
 	
 米国エネルギー情報局（EIA）は今年４月、シェールガスの「原始埋蔵量（地下に存

在する量）」と「技術的回収可能資源量」をそれぞれ７１６兆立方メートル、１８８兆立

方メートルと推定した。これまでの採掘されてきた在来型天然ガスの世界全体の確認可採

埋蔵量が約１８７兆立方メートル（２００９年末）、年間の天然ガス消費量が３兆立方

メートル（２００８年）と考えると、どれだけ膨大な量かが分かる。米国は 2009 年には

天然ガス生産量でロシアを抜き、今や、天然ガスの輸入国から輸出国に転換した。（週刊

エコノミスト伊原賢	
 ガス復権資源争奪）	
 

シェールガス革命」と呼ばれるエネルギー革命が、いま、世界で起き始めているが、発端

は、世界最大のガス消費国・米国の技術革新だ。シェールガスは堆積（たいせき）岩の頁

岩（けつがん）層に含まれる天然ガスで、従来のガスと成分は変わらない。存在は知られ

ていたが掘削コストが高く手つかずだった。これを安価に産出する手法がこの１０年で確

立され「革命」がもたらされた。チュー米エネルギー長官は、米国のガス埋蔵量が「２倍

になる可能性がある」と語る。米国のガス産出量は０９年、ロシアを抜き世界一となっ

た。	
 

石油の発見以来、最も重要な出来事ともいわれる「シェールガス革命」は、ガス価格にも

影響を及ぼした。	
 

	
 

つい数年前までは、米国は、国内資源量の減少と需要増が重なり、世界最大のガス輸入国

になるとみられていた。ロシア、中東、	
 アジア諸国は、米国向け液化天然ガス（ＬＮ
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Ｇ）の施設整備にまい進した。だが、米国が「ガス輸出国」になる可能性が出たことで、

「ゲームが根底から変わった」（ヘルム・英オックスフォード大教授）。巨大市場消滅

で、需給バランスが一気に崩れ、ガス価格は、０８年の１００万ＢＴＵ（英熱量）＝１３

ドル台から、現在は４ドル前後にまで急落した。	
 

	
 

しかしアメリカは輸入を輸出を厳しく規制しているので国際価格が、この価格にストレー

トにリンクするとは言えない。実際、震災前の国際スポット価格は＄9 台で安定していた

が震災後は日本の原発停止に加え、ドイツなどで脱原発が拡大したことで６月上旬には

＄13．5 へ値上げしている。しかし米国はメキシコ湾岸沿いある LNG 受け入れ基地を輸出

向けに転換した上に 2015 年にはアジア向け輸出を本格化させる計画を打ち出している。

米エネルギー省の Steven	
 Choo 長官は LNG 火力に頼らざるを得なくなった日本に理解を示

したと言っており、日本が有力な輸出先になる可能性は高いのである。日本での LNG は２

０年契約などの長期取引が中心で、基本的にアジア市場では原油価格とリンクした価格設

定で、世界的に見て割高だと言われている。しかし、現在建設中の LNG プロジェクトが今

後どんどん完成していく為、供給側も需給側も市場参加者が増え、短期取引を増大、そし

て北米に欧州、極東アジアと３つに別れていたガス市場もグローバル化が進み、より柔軟

な取引が期待できると考えられる。	
 

 
（３）カナダ 

カナダが５年以内に、日本などアジア向けに液化天然ガス（LNG）輸出を進める。米国

が自国でのシェールガス開発を進めるなど北米で天然ガスの需給が緩みつつあることから、

液化して海外に輸出する戦略に転換。西海岸で液化・輸出基地の建設計画を進める。イン

ドネシアなどを中心に天然ガスを産出するアジアでは、北米より LNG 価格が割高で、カナ

ダ産 LNG の流入により域内の価格低下が進む可能性もある。来日中のジョー・オリバー天

然資源相（71）が 10 日、日本経済新聞の取材に応じて明らかにした。カナダは現在、日

量 142 億立方フィート（１㌳＝約 0.3 ㍍）の天然ガスを生産。これに加え、今後 5 年程度

で「（新型の天然ガスである）シェールガス生産で日量 45～60 立方㌳上乗せする」（オ

リバー氏）計画を立てている。カナダの岩盤層に含まれるシェールガス埋蔵量は 1300 兆

立方㌳と見込まれており「少なくとも 100～200 年のカナダ国内需要を満たせる量」にな

る。カナダにとってエネルギー資源は総輸出額の約２割を占める主力。天然ガス輸出は液

化せずにパイプラインを通じて供給する米国向けが大半だった。だが今後、米国のカナダ

のガス供給への依存は低下する見通しで、ガス価格も低下傾向にある。	
 

	
 このため「現在はしていない」（在日カナダ大使館）ＬＮＧ輸出に乗り出す。アジア市

場に参入して供給先を多様化し、輸出先を確保しようという戦略だ。英ＢＰの調べによる

と、2010 年の日本向けＬＮＧ価格は 100 万ＢＴＵ（英国熱量単位）当たり 10.91 ドルで、

米国の天然ガス価格の２倍以上。この価格差を考えると、カナダにとって対アジア輸出は

輸送コストを含めてもなお、従来より収益性が高まる効果が期待できる。	
 

	
 カナダでは西海岸のブリティッシュ・コロンビア州キティマット市で天然ガスを液化し

て輸出する基地の建設計画３件が進行中。いずれも５年内に完成予定で、その後にアジア

への輸出が可能になる。日本からは三菱商事がプロジェクトに資本参加している。	
 

	
 オリバー氏はカナダのＬＮＧ輸出が「日本にとってもガスの輸入先を多様化できる利点

がある」と指摘し、今回の来日を機に、自国産ＬＮＧを日本に積極的に売り込む姿勢を示

した。	
 

	
 日本はインドネシアやマレーシアなどからＬＮＧを輸入しているが、アジアでは今後見

込まれる経済成長で域内需要が拡大し、需給が逼迫する懸念もある。９月には経済産業省

の牧野聖修副大臣が訪米し、ＬＮＧの対日輸出を要請している。輸出は 15 年にも始まる

可能性がある。	
 

（2011 年 11 月 11 日	
 日本経済新聞	
 朝刊	
 国際 1 面）	
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（３）ロシア	
 

ロシアが，成長の著しいアジア市場に新たな活路を見出そうとしている。福島第一原子力

発電所の事故で、日本のガス需要が長期的に膨らむとの見通しが背後にある。プーチン首

相は、ガスプロムのミレル社長にアジア市場向けの包括的な提案を早急にまとめるよう指

示した。現在ロシアがアジア向けに見込むガス田は主に 3 ヵ所ある。サハリン沖と東シベ

リアのチャヤンダ，コビクタである。サハリン沖の資源開発では，三井物産と三菱商事が

出資するサハリン 2 で 2009 年から液化天然ガス輸出が始まっており，約 6 割が日本向け

である。伊藤忠商事や丸紅などが参画するサハリン 1 はガスをロシア国内で使うか、輸出

するかの調整がついていない。サハリン 3 はガスプロムが最大のキリンスキー鉱区の開発

権を持つが，外資と共同で開発するかは決まっていない。巨大ガス田のチャヤンダ、コビ

クタはいずれも内陸に位置し，輸出も中国向けとみられてきたが、ロシアは大震災を受け

た資源協力として、両ガス田の共同開発を日本に打診した。両ガス田とも不純物が多く、

ロシアの技術だけでは開発が難しいという事情もある。	
 

	
 

第３節	
 日本の現状	
 

日本の一次エネルギーは、1950 年代までは石炭中心だったが、石油が安く大量に入手できるよ

うになったため、1960 年代から石油中心へと移行。しかし、2 回の石油ショックにより価格は

上昇し量的不安定さを増したため、原子力、LNG などの需要があがり、石炭への依存度は約

42%となった。 
石炭は、世界中に広く分布し豊富で、供給の安定性を有していて、石油・石炭・天然ガスの中

で最も経済性に優れている。輸入先はオーストラリアが約 7 割を占めている。その他にも、イ

ンドネシア、中国、ロシアなどが輸入先である。 
 
火力発電の中で最も大量に使われている燃料は天然ガスである。火力発電の燃料の割合（発電

量別）によると、石炭と天然ガスは共に２５％を占め、日本のエネルギーの半分を占めている

ことになる。しかし、天然ガスはイメージしにくくメディアも取り上げにくいことなどから、

世間からの注目度は極めて低い。また、ベース供給力にもなり得る出力安定性を持つ天然ガス

の、発電所の年間平均稼働率はたったの５０％程度である。これは夏場、冬場の電力供給を安

定させるといったピーク需要のためのバックアップ様に設置されているためだ。 
天然ガスのほぼ１００％が輸入で、LNG に依存している。日本は世界最大の LNG 輸入国で、

全世界の LNG の取引の 62%を占めている。 
しかし日本には国際間をつなぐパイプラインがないため、高価格な LNG を輸入し続けてい

る。LNG 輸入価格は、石油価格準拠の長期取引契約がほとんどで、3 か月ごとに石油価格にス

ライドさせている。そのため世界的に天然ガス価格が低下している現状でも、その恩恵は受け

にくい。 
パイプラインで配られる都市ガスが利用できるのは、大都市とその周辺に限られ、国土全体の

５％程度でしかない。それは、国際間のパイプラインが敷設されていないばかりではなく、国

内の幹線輸送パイプライン網の整備も大きく遅れているためである。 
パイプラインで送られる天然ガスよりも、そもそもコストが高い LNG の輸出しか天然ガス調

達の選択肢がない日本は、そんな厳しい天然ガス・ゲームに参加できない。よって日本は、世

界一高い天然ガスを輸入し続けている。日本の LNG の輸入価格平均は北米の LNG 取引価格の

3 倍、欧州と比べても 3 割近くも高い。しかし当時の日本には、値段よりも安定的に調達でき

ることのほうが重要だった。 
よって今後は、天然ガス発電を活用したコージェネレーションなエネルギーシステムを導入す

るためにも、こうした幹線輸送パイプラインをはじめとした天然ガス利用のためのインフラ整

備が急務である。 
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新潟県が今後有望。ロシアに地理的に近く、ＬＮＧの受け入れ場所として適している。ロシアは７～９月期の GDP
が前年同期に比べて４．８％増となった。中央銀行によると、７月の輸出額は前年同月より３５％増え、８月も４０％

増えた。これは石油や天然ガスの輸出増によるものである。（2011.11.15	
 日本経済新聞	
 電子版）	
 

 
 
最近の動向（日本） 
日本勢も、商社、石油・ガス会社、電力会社を中心にして、「天然ガスシフト」のための権益

競争に参画している。大手 6 商社が北米のシェールガスとシェールオイルに投資をすることに

なった。また都市ガス大手は CMB から LNG を生産するプロジェクトに参画する契約を結

び、地方ガス会社との連携を進め、上流権益傘下に積極的に取り組むなどの動きがみられる。 
	
 

	
 

原発とめたあとどうするか？地震でとめたとこは原発おけないから大体	
 

古いとこは新規の原発をいれるか、どっちがいいのか？安全な原発は残すのか	
 

ミニマムな安全基準を作る	
 新しい原発に置き換えるオプション	
 

そこでコスト計算	
 新しい原発どれくらいかかるか	
 MIT 参考	
 

シェールガスがでててアメリカの価格これくらい、だったらガス発電コストこれくらいに

なるといえる	
 John	
 parsons２００９年	
 

あと CO2 換算するとどうなるか	
 	
 

どうやったらガス価格安くなるか？	
 MIT の予想、これから安くなっていく	
 	
 

橘川武郎さん	
 

ドル安円高だからガス田買えば良い	
 

OB４期丸山さん	
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第3章	
 エネルギー比較  

第1節	
 比較のための指標  
 
本章では、自然の力を発電源として活用する再生可能エネルギーである太陽光・地熱・

水力・風力と、火力発電の石油・石炭・天然ガス、また原子力といった各エネルギーにつ

いて、比較を行う。ここでは、カナダの著名なエネルギー専門家ピーター・テルツァキア

ンのエネルギー源の利用価値を判定する 9 基準を比較軸として採用する。9 つの比較軸と

は、汎用性・量的柔軟性と貯蔵性・運搬性・ユビキタス性・エネルギー密度・出力密度・

出力安定性・環境負荷・供給安全保障である。 
「脱原発。天然ガス発電へ」の著者である石井さんは、このテルツァキアンのエネル

ギー源の利用価値を判定する 9 基準を基に以下のデータを作成した。 

 
○＝良い、△＝どちらともいえない、×＝悪いと判定しており、原子力の⑧環境負担に

○×とあるのは、事故によるリスクも含んでいるためである。 
 
テルツァキアンが提唱した９基準をひとつずつエネルギー別に比較し、含まれていな

かったコストも考察したうえで、我々もエネルギー別に評価したいと思う。 

第2節	
 9 つの軸による比較  
①	
 汎用性 
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汎用性とは、どのくらい動力源としての用途を選ばないかという特性である。以下にエネル

ギーごと比較した。 
・天然ガス 
	
 熱や蒸気、電気の複数のエネルギーを同時に生み出し、ビルや家庭の冷暖房をはじめ、給

湯、電力供給などを行うコジェネレーション・システム、さらに自動車用燃料電池の原料など

幅広い分野での活用が進められており、汎用性が高い。しかしパイプラインがないと輸送が困

難なことが問題である。 
・石炭 
	
 発電や鉄鋼業などの用途に使用されている。しかし都市ガスとしてなどは使えず、汎用性は

低い。 
・石油 
	
 ガソリンとして自動車燃料に使用されることが一番多く、このほかには軽油としてバス・ト

ラックの燃料、ジェット燃料として航空機の燃料、灯油として一般家庭や業務用の暖房、重油

として発電や工場などのボイラー燃料に利用されるなど、汎用性に非常に優れているといえ

る。 
・水力	
  
	
 現在では発電に使われることが主で、汎用性は低い。 
・原子力 
	
 発電や船舶機関製造などの用途にのみ使用されるため、汎用性は上記のエネルギーほどでは

ない。 
・太陽光 
	
 発電での使用が主なので、汎用性は低い。 
・地熱 
	
 地熱発電のほか、温泉（浴用）、 暖房・熱水利用（家庭用、農業用、工業用）といった用途

があるため、汎用性は高い。 
 
	
 

②	
 量的柔軟性	
 

量的柔軟性とは、微細でも巨大でも自在に出力調整が可能であるということだ。	
 

・天然ガス	
 

	
 燃料単価は石油火力に比べて安いが，石炭と比べると割高である。電力需要の日間変化

に応じた発電調整を行うミドル供給力として活用。	
 

・石炭	
 

燃料単価は他の火力に比べると安い。艦隊の超負荷時には出力調整を行うことがあるが，

主にベース供給力として活用。	
 

・石油火力	
 

燃料単価が高く，国際情勢などにより価格が変動しやすい。ピーク供給力として活用。	
 

・水力	
 

（揚水式）電源供給に余裕のある夜間帯に水を汲み上げ，昼間帯にその水を利用して発電

する。発電電力の調整が容易で急激な電力需要の変化に対する即応性に優れている。ピーク

供給力として活用。	
 

（流れ込み水力）	
 

河川流量をそのまま利用して発電。電力需要への変化に対応できないため、

ベース供給力として活用。	
 

・原子力	
 

火力に比べて燃料単価が安く、燃料価格が安定している。ベース供給力として活用。	
 

・風力・太陽光	
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安定的な供給はいっさいできず、常に気候に左右される。	
 

・地熱	
 

地中深くから取り出した蒸気でタービンを回して発電．火力に比べて単位発電量当たりの

CO2 排出量は約 20 分の 1。ベース供給力として活用。	
 

	
 

	
 	
 	
 	
 	
 
   
③貯蔵性・運搬性 
	
 ・天然ガスは気体であるため、液体燃料である石油に対して約 1000 分の 1 の熱量しかな

い。輸送コストが高いため、パイプラインで石油と同様に輸送できる距離、すなわち大規模ガ

ス田と需要地の距離が 3000~4000 キロ以内でないとなかなか利用が進まない。それより遠距

離の場合は摂氏マイナス 160 度以下まで冷却し、体積を常温の 600 分の 1 にまで圧縮した液化

天然ガス（ＬＮＧ）とし、輸送コストは著しく高くなるため購買力のある国でないと利用が進

まない。1980 年代までは、日本の 3000～4000 キロ圏内には大規模なガス田はほとんど発見さ

れていなかったため、輸送コストが安価なパイプライン輸入ができなかった。ＬＮＧにして

も、東南アジアや豪州北部など、ＬＮＧ輸送コストが限定的な地域の天然ガス資源が限定的で

あった。しかし、その後サハリンや東シベリアで大規模ガス田が確認され、東南アジアや豪州

北部で次々に大ガス田が発見された。 
	
 欧州のように長距離パイプラインではなく、ＬＮＧ輸入による天然ガス利用が圧倒的であっ

た日本では内陸地域まで伸びる幹線パイプライン網が発達せず、内陸地域での天然ガス利用が

極めて限定されていた。また、国内にガス会社が 200 社以上も存在し、供給地域が独立・分離

しているため、各社のガス供給地域をまたぐ横断的なパイプライン網ができなかった。広域的

なガスパイプライン・ネットワークが早くから建設されていた欧州とは対照的に、日本国内で

は天然ガスが利用できる場所が大都市圏を中心に全国土の 5%程度にすぎず、利用可能な場所

でも天然ガスの消費者価格が他の先進諸国に比べて数倍と非常に高く、石油・石炭からの燃料

転換がなかなか進まなかった。政府がガス価格の規制緩和・競争政策を採用した結果、産業用

の大口需要家向けガス価格は国際水準に近づき、産業用利用が増加したが、国内パイプライン

の建設は遅々として進んでいないのが現状である。 
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・原子力発電の燃料となるウランは石油や石炭に比べて少ない燃料で発電できるため、輸送や

貯蔵が容易です。例えば、100 万 kW（キロワット）の発電所を 1 年間運転するのに必要な燃

料は、火力発電では石油にして 146 万 t（トン）が必要ですが、ウランなら 21t ですみます。

実に 6 万分の 1 以下の量で、同じだけの発電ができることになります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③	
 ユビキタス性 

ユビキタス性とは、時・場所を選ばずに発電を行えるかの可能性の指標である。 
・天然ガス発電 

時間的条件では、気象条件に左右されることなく供給することができる。しかし、その

全量をインドネシアなどの各国からの輸入に頼るため、地理的な条件は制約がある。 
・石炭火力発電 

これは、地理的制約に問題がある。世界的には自国産石炭の自国内の消費が一般的な中

で、日本は国内石炭消費のほぼ全量を海外に依存する世界最大の石炭輸入国である。つま

り、地理的に我が国で産出できないという地理的制約がある。 
・石油火力発電 
	
 石油は、時期的制約がなく入手できるが、地理的制約がある。上記の石炭のものと類似

するが、輸入依存度が非常に高く、海外に頼らねば手に入らないという、地理的入手

条件に制限があるといえる。 
・水力発電 
時間的観点においては、渇水期をのぞいて安定供給が望める。しかしながら、地理条件的

観点においては、有効性は低い。なぜなら、水力発電のためにはダム湖を建設せねばなら

ず、広大なスペースが必要なため、森林などを開拓せねばならないからである。これは、

環境負荷の危険性を生じさせる。森林開拓という環境への負荷のほかに、ダム湖で流れが

せき止められることにより発生する上流の工業用排水の水質汚染などの可能性も懸念され

る。そのため、地理的観点から鑑みて、ユビキタス性を満たすものとは言えない。 
・原子力発電 
	
 原子力は、時間的制約は取り立ててないものの、地理的条件（立地条件）に厳しい制約

がある。まず、温排水を排出するために海岸沿いでならねばならない。また、それよりも

厳しいのは、立地地域の住民との和解・共存である。過去のチェルノブイリ原発事故など
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により、住民は原発事故が起きた時の重大な損害を憂慮し、原発建設を忌避したがるだろ

う。これを改善するためには、地方自治体との密接なコミュニケーションや、必要性・安

全性についてしっかり情報提供を行っていくことが不可欠である。 
・風力発電 

これについては、時間的・地理的条件ともに不足している。 
	
 ヨーロッパの風力発電は、大西洋を西に臨むため、偏西風が常時吹く地域が多い。ま

た、ポルトガルの海岸部、スペインやフランスの北西部、イギリスのウェールズあたりで

ある。また、グレートブリテン島南部では、古期造山帯（長く地形の変動が起きておら

ず、浸食によってなだらかな地帯）のため、1000 メートル級の山が少ない。そのため、偏

西風は通り抜けやすく、オランダやデンマークにも吹く。デンマークが風力発電大国に

なったのも、偏西風のおかげなのである。 
	
 このようにヨーロッパは、恒常的に偏西風のある地理条件を活用して風力発電の電力の

比較的安定供給を可能にしている。時間的にも、地理的にも、電力安定供給が可能なので

ある。さて、日本はどうだろうか。日本では、鹿児島（約 31 度）から稚内（約 45 度）ま

では偏西風帯に入るため、西からの風を期待できると仮定するも、西にユーラシア大陸が

位置しているため、安定した風が吹きにくい。そのため、時間的・地理的に、風力発電の

ための条件が不十分であるといえる。 
・太陽光発電 

これに関しては、気象条件に対応してその供給性が決まる。ヨーロッパ、アメリカ、中

国の大半は、年間日照時間が 2400 時間から 3600 時間であり、太陽光蓄電が比較的多量に

可能である。これを、日本に関して言えば、1600 時間から 2400 時間で、上に述べた諸国

よりも日照時間が少ない。つまり、世界水準からみれば、日照という観点において時間・

地理条件的に安定供給が望めず、ユビキタス性が高いとは言い難い。 
・地熱発電 

時期的制約はないものの地理的制約が厳しいものとなっている。地熱発電のためには、

マグマだまりである火山などの地熱の高い地域を利用せねばならない。しかし、このよう

な 150 度以上の熱資源量の 80％強が国立公園特別地域・特別保護区内に分布している。

この地域の地勢調査を行うには環境省の許可が必要である。しかしながら、温泉地の源泉

保護という理由からも、開発の許可はほとんど下りていないのが現状である。「環境省中

長期ロードマップ委員会ヒアリング資料」の、「地熱発電主要国の浅部地熱ポテンシャル

と既開発量比較」によれば、日本の地熱の潜在ポテンシャルは 22070 メガワットであるの

に対し、開発量は 535 メガワットとそのわずか 2％に過ぎない。以上より、地熱発電にお

ける地理的制約を脱却するのは、困難であるといえよう。 
 
⑤エネルギー密度 
	
 エネルギーが高まる電力の消費密度に対して，電力の供給密度はどのようになっているのだ

ろうか。異なる発電技術について発電所の敷地面積あたりの電力供給密度を調べた結果は以下の

通りである。下図は，わが国で設置されている太陽光発電，風力発電，水力発電，火力発電，原

子力発電について求めた敷地面積あたりの電力供給密度である。 
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対象 
電力密度

Kwh/㎡ 

風力 21 

太陽光 24 

水力 100 

火力（石

油・天然

ガス） 

9560 

原子力 12400 

石炭 10000 

（地熱は発電所数数値に関する信頼に足る明確なデータ提示ができないため、数値公表は控え

る。） 
これをみると、再生可能エネルギーである風力・水力・太陽光はやはり密度がかなり薄いとい

える。それに対し、石油や石炭・天然ガス、原子力は比較的とても密度が高いといえる。 
 
⑥出力密度（時間当たりエネルギー量） 
	
 時間当たりのエネルギー量である出力密度に関しては、明確なデータを提示できなかっ

た。そのため、これを「エネルギーの変換効率」によって代用する。その理由は、出力密度

とはエネルギーが 1 時間でいくら出力できるかを示したものであり、これを比率化したもの

は、出力の変換効率と最も近いものであると考えられるからだ。 
	
  
 
⑦出力安定性 
・天然ガス発電 
電力需要の日間変化に応じた発電調整を行うことが可能である。そのため、電力のベスト

ミックスの一つに用いることができる。 
・石炭発電 
	
 石炭も、夜間帯の軽負担時には出力調整を行うことが出来る。そのため、これからもベ

ストミックスを構成する際のベース電源に用いることが可能である。 
・石油発電 
	
 石油は、気候条件に出力は左右されないため、出力安定性の観点からみれば有効である

といえる。 
・水力発電 
	
 	
 水力発電は、揚水式力により、電力供給に余裕のある夜間帯に水をくみ上げ、昼間帯

にその水を利用して発電する。また、調整池式では、河川の流量を調整池で調整し発電す

る。そのため、どちらのパターンの発電法によっても、急激な電力需要の変化に対応する

ことができる。 
・原子力発電 
	
 原子力も、時間的条件と気候条件に左右されず、安定した大量の出力供給を行うことが

出来るため、ベース電源として活用することが出来る。 
 
	
 さらには、再生可能エネルギーを検証していく。 
	
 風力・太陽光発電はその中でも自然条件・気象条件にそれらの供給量が左右されるもの

である。そのため、長時間安定した出力での電力供給は難しい。しかし、気象条件の良い

時間帯に発電したものを蓄電しておけば出力安定性の問題は解決できるという意見もあ

る。仮にそうできたとしよう。ここではそのために、NAS 電池を例にとる。これはナトリ

ウム硫黄電池といい、電池重量あたりの蓄電容量を示すエネルギー密度はリチウムイオン
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電池の 2 倍近くにでき、そのうえ連続放電時間も 2 倍、寿命は 1.5 倍で、価格は 8 分の 1
である。このようなあらゆる面でみて比較的条件の良い電池でも、導入の際のコスト面で

実用性が危ぶまれる。NAS 電池一基の価格は、一世帯あたりの負担で 180 万円という計

算になる。また、この電池製造に必要なエネルギーも含めると産出／投入比率はさらに低

下し、コストもそれにつれて大きく上昇することになる。そのため、出力の安定したもの

をそもそも基幹電源に据えた方が合理的であるといえよう。 
・風力発電 

風力発電の稼働率は 34.0％でしかなく、ユビキタス性の項目でも触れたように、風の

状況など気象条件によって出力は変わってくる。日本での風力発電の平均稼働率は 20％
前後にしかならないため、安定電源にはなりにくい。 
	
 以下に、風力発電の出力変動例を示す。下図からも分かるように、風力の出力量は時

間帯によって大きく変動している。このことから、出力の安定性には非常に乏しいと言

える。 
 

  
 

・太陽光発電 
また、太陽光に関しても、ユビキタス性の項目で述べたように、気象条件である日

照時間に対応してその出力安定性が決まる。つまり、日照条件が世界水準と比較して

あまりよくない日本では、太陽光の発電力は極めて不安定であるといえる。以下に、

太陽光の出力変動例を示す。この図からみても分かるように、太陽光発電は晴天時に

もっとも盛んになり、曇り・雨天時にはその出力量が大幅に減少するなど、やはり、

出力の安定供給は難しいといえる。 
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・地熱発電	
 地熱発電は、地熱を利用するため、時間帯条件や気候条件に左右されること

なく、安定して出力を供給することが可能である。 
 
⑧環境負荷 
環境負担とは、CO2 の排出に限らず環境に関わるすべての問題点を検証していく。二酸化

炭素（CO2）の排出については、ライフサイクルアセスメント（LCA）という評価基準がある。

発電時の排出量だけではなく、ウラン鉱石の採掘から、ウランの精製や加工施設の建設と稼働、

発電所の建設から運転、廃止、廃棄物の処分と、電気を発電所から送り出し、発電を終え、すべ

ての処分を完了するまでの過程で消費されるすべてのエネルギーを対象に、CO2 排出量を調査

し、算出したものだ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：「原子力・エネルギー」図面集 2011 2-9 
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原子力発電は、ウラン燃料の製造や発電所の建設などの過程において CO2 を排出するが、運

転中には CO2 を排出しないので、発電電力量あたりの CO2 排出量は、ほかの電源と比べて少

ないとの結論が得られる。原子力が電力供給のトータルシステムとして、温暖化抑制に優れた

電源の一つであることが証明されているわけだ。 
1970 年代以降、電気事業からの CO2 排出量の推移をみると、25 年間で日本の電力需要は 3 倍

に増加したにもかかわらず、CO2 の排出量は約 2 倍の伸びに抑えられている。これには、原子

力発電の大幅な増加による CO2 抑制効果が大きく寄与している。 
 

（化石燃料の CO2 等排出量比較）	
 

天然ガスは石炭や石油に比べ燃焼時の二酸化炭素（CO2）発生量が少ないため、地球温暖化抑

制に寄与する。さらに、窒素酸化物（NOx）の発生量が少なく、また硫黄酸化物（SOｘ）や

ばいじんが発生しない。化石燃料の中で燃焼時の CO2 発生量は石炭を 100 とすると石油は

80、天然ガスは 60 である。 
 
 石炭 石油 天然ガス 
CO2 100 80 60 
SOｘ 100 68 0 
NOｘ 100 71 20～37 

“環境にやさしい”といわれる天然ガスも、化石燃料のひとつであり、CO2 を出すことに

変わりはない。	
 

そこで環境問題の観点から都市ガス業界の取り組みを見る。	
 

１．	
 製造・供給段階での取り組み	
 

日本ガス協会「自主行動計画」	
 

２．	
 顧客先での取り組み	
 

 
⑨供給安全保障 
供給安全保障とは、政治的リスクの観点からみていくものである。 
・原子力発電の燃料となるウランは、石油に比べて政情の安定した国々に埋蔵していることか

ら、資源の安定確保が可能です。 
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・石油と違い、天然ガスは輸送が困難でコストが高いため、世界がひとつに統合された国際市

場がいまだ出来上がっておらず、石油に比べて市場流動性が低い。天然ガスでは国対国、企業

対企業の相対取引が圧倒的であり、しかも貿易の大半は物理的に取引先の変更ができない長距

離パイプラインでなされており、取引先変更が物理的には比較的容易な LNG でも、これまで

は長期固定の柔軟性のない販売契約が大半である。長距離パイプラインにしても LNG の生

産・受け入れ施設にしても、各案件に莫大な金額の長期資本投下が必須であり、多くの場合に

国際政治絡みで建設される。いつでも売買可能なスポット物の天然ガスは、北米と英国以外で

は、世界の天然ガス生産量のわずか１％である。世界の原油取引の約 4 割がスポット契約であ

ることを考えると、天然ガス市場と原油市場の性格の違いを見て取れる。 
 
⑩コスト 

政府の原子力委員会は 25 日、原子力発電所の事故賠償などの追加費用が１キロワット

時あたり最大１円になるとの試算を公表した。今回の試算は政府が年末までにまとめ

る発電コスト再計算に織り込む。政府はさらに原発では立地対策費や研究開発費、火

力発電では燃料費や温暖化対策費用なども考慮し、年末までに最終的な発電コストを

まとめる。原発、火力ともにコスト上昇は必至だ。	
 

	
 
	
 

2011.10.26 の日本経済新聞の朝刊によると、エネルギー・環境会議のコスト等検証委員会

（委員長・石田勝之内閣府副大臣）が東日本大震災前に政府が算出した原子力、火力、再

生可能エネルギーなどのコストを年末までに再計算した。安全で安定的かつ安価な発電体

制の構築に最適な火力や原子力などの電源の組み合わせを定め、来夏にまとめるエネル

ギー供給の基本計画に反映させる。	
 

	
 焦点は、東京電力福島第１原発の事故を受け原発コストをどう見直すか。原子力委

は東電に関する経営・財務調査委員会の試算に基づき、モデルケースの原発について、

事故に伴う賠償、廃炉などの費用を３兆 8878 億円と仮定。１キロワット時あたり最大

１円のコスト上昇要因になるとした。	
 

	
 使用済み核燃料を再処理する核燃料サイクルの費用も試算した。使用済み核燃料の

半分を 50 年間中間貯蔵してから再処理する現状に近い方式では１キロワット時あたり

1.39 円。これは従来のコスト試算とほぼ同水準だった。	
 

	
 従来試算の原発の発電コストは１キロワット時あたり５～６円。今回の試算を単純

に上乗せすると、同６～７円だ。従来試算の石炭火力（同５～７円）、液化天然ガス

火力（同６～７円）と同レベル。コスト検証委は今回の試算に加えて、立地対策費や

研究開発費を上乗せすることを検討している。一部の除染費用や放射性廃棄物の中

間・最終処理費用も含まれていないため、コストはさらに上昇する可能性は大きい。	
 

	
 例えば、日本経済研究センターの試算では、事故に伴う追加費用を 10 年間で 5.7 兆

～20 兆円と推定。原発の発電コストは 7.4 円から 13.3 円と算出しており、原子力委の

試算結果を上回る。	
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 原発以外の発電コストも再計算で上昇する可能性が大きい。当面は原発に代わる有

力な電源である火力では、今後の再計算で温暖化対策費用や燃料の価格上昇分などを

新たに考慮して試算することが固まっている。政府は為替変動や新興国との競合によ

る燃料費上昇分を国際エネルギー機関（ＩＥＡ）や経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の

見通しを参考に算出する方針だ。両機関とも今後 30 年間で石油や天然ガスともに１～

３割価格が上昇すると試算しており、火力も大幅な発電コストの上昇が避けられない。	
 

	
 太陽光など再生可能エネルギーは普及拡大でコスト低下を見込めるが、なお割高。

大量の電気を送電網に流すには電圧や周波数を安定させるための追加費用がかかる。	
 

	
 再計算でどの国際機関の試算や新たな追加費用の範囲を採用するかは、検証委の委

員の間でも意見の隔たりは大きい。性格や種類の異なる電源のコスト範囲を半ば強引

にそろえようとする作業のためだ。エネルギー政策の見直しでは、コスト比較に加え、

燃料の安定確保や環境への影響といった多角的な視点が重要となる。	
 

	
 

原子力委員会の小委員会は８日、東京電力福島第１原子力発電所事故を踏まえた将来の原

発事故のコストを１キロワット時あたり最大 1.6 円と試算した。10 月の前回試算の最大１

円を大幅に上回り、前提条件に大きく左右されることが浮き彫りになった。太陽光、風力

などを含めたエネルギーの「ベストミックス」の検討はコストだけでなく安定供給など広

い視点での検討が必要になる。	
 

	
 前回試算では事故の損害額を約４兆円としたが、低すぎるとの批判があり風評被害額な

どを積み増して約５兆円に修正した。ただ除染費用は一部しか含めておらず、新たな除染

費用や中間貯蔵施設の建設費などが１兆円増すごとに、コストは１キロワット時あたり最

大 0.32 円上昇するという。	
 

	
 原子力委は近く政府のエネルギー・環境会議に事故コストなどの試算結果を報告する。

同会議は原発や火力発電、再生可能エネルギーなどの発電コストを比較し、エネルギーの

ベストミックスの基本的考え方を年内にも示す方針だ。	
 

	
 同会議は８日にコスト等検証委員会を開き、再生可能エネルギーの発電コスト算定に向

けた議論を始めた。太陽光は性能の向上や量産で「今後 20 年間でコストが２～３割低減

する」と予測したが、発電効率が低いなどの課題も指摘した。風力は大幅なコスト低減を

見込めないとした。	
 

	
 原発の発電コストは事故のコストを上乗せすると石炭や液化天然ガス（ＬＮＧ）と並ぶ

が、再生可能エネルギーに対する優位は動かない。	
 

（2011.11.8	
 電子版より）	
 

	
 

評価機関（年）	
 単位	
 石炭火力	
 ガス火力	
 原子力	
 

コスト小委（2004）	
 円/kWh	
 5.7	
 6.2	
 5.3	
 

MIT（2003）	
 ＄/MWh	
 42	
 41	
 67	
 

シカゴ大学（2004）	
 ＄/MWh	
 32～41	
 35～45	
 51	
 

CBO（2008）	
 ＄/MWh	
 55	
 57	
 72	
 

DGEMP（2004）	
 ・/MWh	
 33.7	
 35.0	
 28.4	
 

このように原子力発電はその初期投資の高さから、一般的には石炭火力・ガス

火力等に比べてコスト的に有利であるとは言いがたい。しかし以下のいずれか

の条件が成り立つ場合には他電源よりも安価なものとなることがわかる。 
① 化石燃料価格が高い水準にある 
② 税制優遇や低金利の資金調達など、原子力発電の初期負担を軽減する何らか

の優遇的環境が整備される 
③ 高い炭素税が導入される 
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第3節	
 評価  
テルツァキアンが提唱した９基準とコストをエネルギーごとに比較した結果を、私たちなりに

評価したいと思う。各項目を持ち点１とし、１つのエネルギーを１０点満点とする。 
 

 天
然 
ガ
ス 

石
炭 

石
油 

水
力 

原 子
力 

風力・ 
太陽光 

① 汎用性 
（どんな用途でも利用可能） 

0.5 0 1 0 0 0 

② 量的柔軟性 
（微細でも巨大でも自在に出力調整が可能） 

1 0 1 0.5 0 0 

③貯蔵性・運搬性 0.5 1 1 0.5 0.5 0 
③ ユビキタス性 
（時期と場所を選ばない） 

0.5 0.5 1 0 0 0 

④ エネルギー密度 
（面積・堆積・重量当たりエネルギー量） 

1 1 1 0 0 0 

⑤ 出力密度 
（時間当たりエネルギー量） 

1 1 1 1 1 0 

⑦出力安定性 1 1 1 0.5 1 0 
⑧環境負担 
（CO2 の排出に限らない） 

0.5 0 0 0.5 1or0 1 

⑨エネルギー供給安全保障 
（政治的リスク） 

0.5 0.5 0 1 0.5 1 

⑩コスト 0.5 0.5 0.5 0 0.5 0 
合計 7 5.5 7.5 4 4.5or 

3.5 
2 

 
以上は私たちが研究を進めていった上で、わかりやすくするために作成した表である。ここで

わかるのは、エネルギーのなかでは火力主に天然ガスと石油がほかに比べて総合的に上回って

いる。しかし、これらの基準の重要度を決めると、どのエネルギーが最適なのかは大幅にか

わってくるであろう。例えば、原子力の⑧環境負担をみてみると、１か０となっている。原子

力は通常最も CO2 を出さないエネルギーとされている。しかし、今回の震災のような事故が

起きてしまうと、ほかのエネルギー源とは比べ物にならないくらいの負担を環境にもたらして

しまう。 
日本が依存傾向にあった原子力発電の問題点と私たちが数値化した評価から、新たな代替エネ

ルギー源が必要だということがわかった。次章ではこの結果を踏まえて、日本における最善で

あるエネルギー政策とはなにかを考察していきたいと思う。 
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第4章	
 	
 日本のベストミック

スの提案  

第1節	
 ベストミックスの再考  
以下のグラフは 2007 年の日本の電源構成の内訳である。 
 
 
 設備容量の内訳	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 発電電力量の内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資源エネルギー庁（2010 年）『エネルギー基本計画』より作成 
 
2007 年には、総エネルギーにおける原子力の割合は、設備容量の 20％、発電電力量の

26％であった。 
原発を今すぐ停止するのか、徐々に停止していくのか、また、全原発を停止するのか、一

部だけにするのか、原発を縮小すると言ってもその方法はひとつではない。 
第 1 章でも触れたように、日本経済研究センターの試算によると、運転開始から 40 年が

過ぎている原発に加え、福島第一、第二原発、浜岡原発を停止した場合、2015 年度の発電

量は 2010 年度の 7 割、2020 年度には 6 割となる。 
また、一橋大学教授の齋藤誠氏は著書『原発危機の経済学』の中で仮に 1970 年代運転開

始の原子炉を全て停止させると、既存原子炉の総出力 4911.2 万 kWh のうち、27.3％の

1340 万 kW が運転停止で減少すると述べている。 
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認可出力について、2015 年時点・2020 年時点で運転 40 年を経過した原子炉・福島第一

原発・福島第二原発・浜岡原発を停止した場合の発電量の変化を調べる。 
54 基の認可出力の合計 4884.7 万 kW のうち、2015 年時点で運転 40 年を経過した原子炉

の発電量の合計は 1756.8 万 kW であり、2010 年の認可出力に比べて約 36％の減少とな

る。また、2020 年時点で運転 40 年を経過原子炉の発電量は 2131kW であり、2010 年度

より約 44％の減少となる。 
しかし、設備利用率が原子炉によって異なるため、2009 年度の実際の発電量をもとに、同

様の計算を行った。 
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その結果、 2009 年の総発電電力量 277,470,149 万 kW のうち、 2015 年時点で

141,800,868 万 kW、2020 年時点で 163,749,472 万 kW の電力が停止により減少する。 
これは原子力による発電量のうち、2015 年度で 51％、2020 年で 59％が減少することに

なる。2007 年度の原子力による発電量が日本の発電量の 26％を占めていたことを考える

と、日本のエネルギーの 13％～15％が減少することとなる。 
 
輪番停電や、節電、電気料金の値上がりといった影響を考えると、15％の節電が日本企業

にどれほどのダメージになるかは明瞭である。問題はこれから不足する電力をどのように

代替していくかである。 
 
 

第2節	
 政策提言  
 

震災を経て、日本のエネルギー政策の３本柱であった、エネルギー安全保障、地球環境

問題、経済の持続的成長の、３E（Energy security ．Environment，Economy）に加

え，安全性の S（Safety）が加わった。この 4 点を念頭において、日本にとってのベスト

ミックスを考えたい。 
第 3 章で各エネルギーについての評価をしたが、最有力候補としてはやはり、天然ガス

を推したい。理由は、10 つの評価において、相対的にどの項目にも優れているということ

である。化石燃料の中では CO2 の排出量が少ないという天然ガスの長所や、原子力に代

替する際に欠かせない、ベース供給力となりうる安定性。 
日本の天然ガスの輸入先はインドネシア、マレーシア、オーストラリアなどであった。

近年原油価格の高騰により、原油価格に基づいて価格を決定する天然ガスの価格も上昇し

ている。 
以下のグラフは IGU（International Gas Union）の”World LNG Report 2010”からの

引用である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

グラフからわかるように、日本の LNG 価格は世界的に非常に高い。天然ガス価格が低下

しても、長期契約な上に、原油価格へのスライド制によって価格低下が反映されないため

だ。統一された国際的な天然ガス市場が形成されておらず、国対国、企業対企業といった

個別取引が主流なのもそのひとつだ。しかし、近年原油価格、また天然ガス価格の上昇に

より、シェールガスの採掘コストが割に合うようになり、展望が一気に変わった。アメリ

カが輸入国から輸出国に転じることで、余剰供給が生まれる、さらにシェールガスの供給



ＩＳＦＪ政策フォーラム２０１１発表論文  17h – 18th	
 Dec. 2011 

 3
4 

量が増えれば、価格低下も望めるであろう。アメリカのみならずカタールやロシアやカナ

ダといった国々が今後の日本への LNG 輸出を検討していることからも、エネルギーセ

キュリティの面からも、多様な輸入先を確保できそうだ。 
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